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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社極楽湯

株式会社GK Marketing

（2）非連結子会社の数 ３社

非連結子会社の名称 合同会社極楽湯レンダー

株式会社Goldensoft

株式会社GK Hospitality

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため

であります。

２．持分法の適用に関する事項

（1）持分法適用関連会社の数 １社

会社等の名称 株式会社エオネックス

（2）持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。
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３．会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

ａ市場価格のない株式等以外のもの

当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

ａ商品

総平均法による原価法を採用しております。

（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

ｂ貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 及 び 構 築 物 ３年～37年

工具、器具及び備品 ２年～19年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年～10年）に基づい

ております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

ａ一般債権

貸倒実績率法を採用しております。

ｂ貸倒懸念債権及び破産更生債権

財務内容評価法を採用しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 収益及び費用の計上基準

① 商品及びサービスに係る収益認識

当社及び連結子会社は、商品及びサービスについては、顧客に商品を引き渡した時点及びサービス

を提供した時点で収益を認識しております。なお、商品の販売及びサービスの提供のうち当社及び連

結子会社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る対価の総額から仕入先に

対する支払額を差し引いた純額で収益を認識しております。

② 回数券に係る収益認識

当社は、発行した回数券を履行義務として識別し、回数券が使用された時点で収益を認識しており

ます。

(6) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引について、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ取引

ヘッジ対象………借入金利息

③ ヘッジ方針

当社規程に基づき、借入金に係る金利変動をヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間

15年間の定額法により償却しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建て金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各子会社の決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定および非支配株主持分に含めています。

(10) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

該当事項はございません。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

該当事項はございません。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

・固定資産の減損損失

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

減損損失 100,999

有形固定資産 100,999

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 算出方法

直営店舗の固定資産に対して各店舗単位で見積もりした回収不能見込額に対して減損損失を計上い

たしました。

② 主要な仮定

資産・負債及び損益に影響を与える見積りは、過去の実績やその他の様々な要因を勘案し経営者が

合理的に判断しております。しかしながら、見積特有の不確実性があるため、実際に生じる結果とは

異なる可能性があります。また、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローにより策定されますが、将来キャッシュ・フローに含まれる売上高や売上原価など重要な仮定に

不確実性があり、計画に対し遅れが生じた場合、連結計算書類に影響を与える可能性があります。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

（単位：千円）

担保に供している資産 担保に係る債務

種類 期末帳簿価額 内容 期末残高

土地 1,120,174 １年内返済予定の長期借入金 81,068

建物 415,021 長期借入金 871,501

合計 1,535,196 合計 952,569

２．有形固定資産の減価償却累計額 9,450,364千円

３. 棚卸資産の内容は次のとおりであります。

商品 139,813千円

貯蔵品 26,753千円

計 166,567千円

４．国庫補助金の交付を受け圧縮記帳している建物の額は、9,491千円であります。

― 4 ―

2025年05月27日 13時33分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



５．当社は、金融機関11行とシンジケート契約を締結しており、本契約には連結貸借対照表の純資産の部の金

額や、連結損益計算書の経常損失により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されてお

ります。なお、この契約に基づく当連結会計年度末日における借入残高は、以下のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 471,432千円

長期借入金 1,767,870千円

計 2,239,302千円

Ⅴ．連結損益計算書に関する注記

１. 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、「Ⅹ．収益認識に関する注記」に記載しております。

２. 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（単位：千円）

場所 用途 種類 減損損失

極楽湯 堺泉北店（大阪府堺市） 温浴施設
建物及び構築物/

工具器具備品等
46,173

極楽湯 青森店 （青森県青森市） 温浴施設
建物及び構築物/

工具器具備品等
54,825

当社グループは、店舗ごとに資産をグルーピングしております。

上記に係る資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を特別損失に計上しまし

た。その内訳は建物及び構築物90,136千円、工具、器具及び備品10,862千円です。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

13.66％で割り引いて測定しております。

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 31,414,600株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

該当事項はございません。

３．当連結会計年度末日の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式

の種類及び数

普通株式 2,478,200株
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Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資

金を調達しております。

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行ってい

ます。

借入金の使途は運転資金(短期・長期)及び設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金利変動

リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。また、エネルギー

市場価格変動リスクに対して原油スワップ取引を実施して、一部のエネルギーコストの固定化を実施し

ております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客（フランチャイズ契約先）の信用リスクに晒されております。また、

差入敷金保証金は、主に土地、建物等の賃借契約における保証金であり、賃借先の信用リスクに晒され

ております。投資有価証券である株式は、市場価格及び実質価額の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で11年９カ月後であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

当社グループは、売掛金については取引先ごとに期日管理及び残高管理を行う体制としております。

また、モニタリングを行い財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

差入敷金保証金については、モニタリングを行い財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

デリバティブの利用にあたっては、信用度の高い金融機関に限定しているため信用リスクは僅少で

あります。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表されております。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対応するため、金利スワップ取引を利用しておりま

す。また、金利変動のリスクをおさえるため、長期契約による金利の固定化を進めております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、また、取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

定期的に手許流動性について取締役会へ報告され、早期把握やリスク軽減にむけた管理をしており

ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 投資有価証券 248,499 248,499 －

(2) 敷金及び保証金 987,149 845,557 △141,592

(3) 関係会社株式 334,364 334,364 －

資産計 1,570,013 1,428,421 △141,592

(1) １年内返済予定の長期借入金 552,500 556,829 4,329

(2) 長期借入金 2,639,371 2,612,217 △27,153

負債計 3,191,871 3,169,046 △22,824

（※1）現金及び預金については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。

（※2）売掛金、買掛金、未払金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものである

ことから、記載を省略しております。

（注１） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 2,897,639 － － －

売掛金 800,203 － － －

敷金及び保証金 110,494 304,005 317,336 255,312

合計 3,808,337 304,005 317,336 255,312

（注２）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 552,500 552,500 552,500 552,500 434,642 547,229

合計 552,500 552,500 552,500 552,500 434,642 547,229

― 7 ―

2025年05月27日 13時33分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：千円）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 248,499 － － 248,499

資産計 248,499 － － 248,499
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（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － 800,203 － 800,203

敷金及び保証金 － 845,557 － 845,557

資産計 － 1,645,760 － 1,645,760

買掛金 － 607,113 － 607,113

未払金 － 808,929 － 808,929

長期借入金（１年内

返済予定の長期借入

金を含む。）

－ 3,169,046 － 3,169,046

負債計 － 4,585,089 － 4,585,089

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は、取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されており、レベル

１の時価に分類しております。

売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債券額と満期までの期間及び信用リス

クを加味した利息を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

主に建物の賃借時に差入れている敷金・保証金であり、償還予定時期を見積り、一般に公表され

ている長期プライムレートで割り引いた現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。

買掛金、未払金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済

期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル

２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む。）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を

行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっており、レベル

２の時価に分類しております。
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Ⅷ．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

店舗設備の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から９年～30年と見積り、割引率は1.0％から2.3％を使用して資産除去債務の金額

を計算しております。

３．当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 1,413,651千円

見積の変更による増加額 850,596千円

時の経過による調整額 14,860千円

資産除去債務の履行による減少額 △19,200千円

期末残高 2,259,908千円

４．資産除去債務の金額の見積りの変更

当連結会計年度において、直営店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除

去債務について、直近の原状回復実績等の新たな情報の入手に伴い、直営店舗の退去時に必要とされる原

状回復費用に関して見積りの変更を行いました。見積りの変更による増減額850,596千円を変更前の資産

除去債務残高に加算しております。

なお、当該見積りの変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 113円41銭

２．１株当たり当期純利益 24円69銭

Ⅹ．収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの主たる事業は温浴事業であり、その他事業等も含め、グループ事業において収益及びキ

ャッシュ・フローの性質、計上時期等に関する重要な相違はありません。よって、開示の重要性が乏しい

ため、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載は省略しております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関

する注記等 ３.会計方針に関する事項 (5)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会

計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び

時期に関する情報

(1) 顧客との契約から生じた債権残高

顧客との契約から生じる債権（期首残高） 437,850千円

顧客との契約から生じる債権（期末残高） 800,203千円

（注）当社グループの債権は、主に顧客との契約から生じた債権(売掛金)であります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありません。ま

た、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

（資本金の額の減少）

当社は、2025年５月20日開催の取締役会において、2025年６月27日開催予定の第46期定時株主総会に資

本金及び資本準備金の額の減少について付議することを決議いたしました。

１．本件の目的

今後の当社の資本政策の柔軟性、機動性を向上させることを目的として、資本金及び資本準備金を減少

し、その減少額をその他資本剰余金へ振り替えるものであります。

なお、本件は、当社の貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の振替処理であり、純資産の額に変

動を生じるものではございません。また、発行済株式総数及び株主の皆様のご所有株式数にも変更はあり

ませんので、１株当たり純資産額に変更が生じるものではございません。

２．資本金の額の減少の内容

（１）減少する資本金の額

資本金の額5,252,261千円を3,100,000千円減少し、2,152,261千円といたします。

（２）資本金の額の減少の方法

会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額の減少を上記のとおりに行った上で、減少する資

本金の全額をその他資本剰余金に振り替えます。

３．資本準備金の額の減少の内容

（１）減少する資本準備金の額

資本準備金の額2,598,861千円を2,000,000千円減少し、598,861千円といたします。

（２）資本準備金の額の減少の方法

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額の減少を上記のとおりに行った上で、減少す

る資本準備金の全額をその他資本剰余金に振り替えます。

４．日程

（１）取締役会決議 2025年５月20日
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（２）債権者異議申述公告日 2025年５月26日

（３）債権者異議申述最終期日 2025年６月26日（予定）

（４）株主総会決議日 2025年６月27日（予定）

（５）効力発生日 2025年６月27日（予定）

５．今後の見通し

本件による資本金及び資本準備金の額の減少は、当社の貸借対照表の純資産の部における勘定科目間の

振替処理であり、当社の純資産額に変動を生じるものではなく、業績に与える影響はありません。
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個別注記表

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記等

該当事項はございません。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券

ａ市場価格のない株式等以外のもの

当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建 物 10年～15年

工具、器具及び備品 ４年～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年～７年）に基づいて

おります。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。

① 一般債権

貸倒実績率法を採用しております。
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② 貸倒懸念債権及び破産更生債権

財務内容評価法を採用しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付の支給に備えるため、当事業年度末日における退職給付債務に基づき、当事業年度

末日において発生している額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

当社は純粋持株会社として、グループ全体の経営管理・運営等を主な事業とし、これらの事業について

は役務の提供期間に応じて、収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから原則として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれて

おりません。

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

６．ヘッジ会計の方法その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引について、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ取引

ヘッジ対象………借入金利息

(3) ヘッジ方針

当社規程に基づき、借入金に係る金利変動をヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しております。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

資産・負債及び損益に影響を与える見積りは、過去の実績やその他の様々な要因を勘案し経営者が合理的に

判断しております。しかしながら、見積特有の不確実性があるため、実際に生じる結果とは異なる可能性があ

ります。また、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローにより策定されます

が、将来キャッシュ・フローに含まれる売上高や売上原価など重要な仮定に不確実性があり、計画に対し遅れ

が生じた場合、当社の計算書類に影響を与える可能性があります。

１. 関係会社への投融資の評価

（単位：千円）

関係会社長期貸付金 5,495,822

関係会社社債 152,625

貸倒引当金（固定） △2,096,622

貸倒引当金戻入額 473,380

２. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

子会社に対する貸付金等の債権に関わる貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を貸倒引当金として計上しております。しかしながら、翌事業年度の子会社の財政状態により、貸

倒引当金については追加引当又は取崩が必要となる可能性があります。また、子会社株式については発行

会社の財政状態が著しく悪化したときは、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、

相当の減額を行っております。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

（単位：千円）

担保に供している資産 担保に係る債務

種類 期末帳簿価額 内容 期末残高

土地 1,120,174 １年内返済予定の長期借入金 81,068

長期借入金 871,501

合計 1,120,174 合計 952,569

２．有形固定資産の減価償却累計額 38,942千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

金銭債権 384,736千円

金銭債務 9,366千円

４．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

金銭債権 －千円

金銭債務 18,500千円
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５．当社は、金融機関11行とシンジケート契約を締結しており、本契約には貸借対照表の純資産の部の金額

や、損益計算書の経常損失により算出される一定の指標等を基準とする財務制限条項が付されておりま

す。なお、この契約に基づく当事業年度末日における借入残高は、以下のとおりであります。

１年内返済予定の長期借入金 471,432千円

長期借入金 1,767,870千円

計 2,239,302千円

Ⅴ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 営業取引による取引高 1,029,936千円

営業取引以外の取引高 65,955千円

Ⅵ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び数

普通株式 75株

Ⅶ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 1,270,360千円

貸倒引当金 641,985千円

減損損失累計額 25,295千円

株式報酬費用 78,854千円

子会社株式 490,755千円

会社分割に伴う承継会社株式 584,567千円

その他 10,038千円

小計 3,101,858千円

税務上の繰越欠損金に係る

評価性引当額 △1,234,209千円

将来減算一時差異等の合計に係る

評価性引当額 △1,813,069千円

評価性引当額 △3,047,279千円

計 54,578千円

Ⅷ．収益認識関係に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「個別注記表 Ⅱ．重要な会計方針に係

る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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Ⅸ．関連当事者との取引に関する注記

１．役員及び個人主要株主等

該当事項はございません。

２．子会社及び関連会社との取引

種類
会社等の

名 称

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額

（千円）
科 目

期末残高

（千円）

子会社
株式会社

極楽湯

所有

直接

100.0

資金の貸付

役員の兼任

経 営 管 理

経営指導等(注）１

債務被保証(注)２

利息の受取(注)３

貸倒引当金戻入額

972,936

3,191,871

65,738

473,380

売 掛 金

関係会社長期貸付金

関 係 会 社 社 債

貸 倒 引 当 金

203,738

5,495,822

152,625

△2,096,622

子会社

株式会社

GK

Marketing

所有

直接

100.0

役員の兼任

経 営 管 理
経営指導等(注）１ 57,000 売 掛 金 62,700

(注)１ 経営指導料等については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決定しております。

２ 当社の銀行借入について債務保証を受けております。

３ 子会社に対する資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 106円98銭

２．１株当たり当期純利益 27円73銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

連結注記表の「Ⅺ.重要な後発事象に関する注記」をご参照ください。
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